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収益事業を行わない法人の代表者の方へ

・

・

・

× と記入してください。

・

・

＜申告等の流れ＞

①欄が12ヶ月の場合には、その右の②欄にも、50,000円と記入してください。

「市町村民税の均等割申告書」とあわせて「減免申請書」をご提出ください。

減免を受けられる場合でも、均等割申告書の提出が必要です

別紙１　記載例をご覧ください

「市町村民税の均等割申告書」（第２２号の３様式）の①欄には、昨年４月から
今年３月までの年度(貴法人の事業年度ではありません)で、その間に事務所
のあった月数を記入してください。12ヶ月の場合は、「１２」とご記入ください。

「この申告によって納付すべき市町村民税の均等割額」欄には、

50,000円

通知

（市税等減免申請書は、別紙２　記載例をご覧ください）

東近江市
市民税課

東近江市
市民税課

市民税減免決定通知書

申告（提出）、納付

＊添付書類：定款等(前回提出以降に
改正があった場合に限ります。ただし、
異動届を既に提出されている場合を除
きます。

納
税
の
場
合

減
免
の
場
合

申告
申請
(提出)

均等割申告書

均等割申告書 減免申請書

１２

①



収益事業を開始した場合

3月31日

減免期間
１２月１日から
収益事業開始

3月31日

減免申請書（４/３０）
により、前年４/１～３
/３１まで減免

４/１～１１/３０までの
間

１２/１～３/３１
均等割　　資本等の金額、従業者
数に応じた額×４/１２
法人税割
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特定非営利活動法人　○○○○会

ひがしおうみ　たろう

東近江　太郎　　　　㊞

　　同　　上

05 0 0 0

別紙１


